別記様式第５－１号
番　　　号　
年　月　日　
　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
　　理事長　名　　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        広域水産業再生委員会（又は、広　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　域漁船漁業構造改革委員会）名
                                                          所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　印
平成●●年度広域浜プラン実証調査事業交付申請書
　平成●●年において、標記事業を実施したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の９－１の（３）のアの（イ）のｃの（ｄ）の規定により、下記のとおり助成金の交付を申請する。
記
広域浜プラン実証調査事業　　●●円
事業完了予定年月日　平成●●年●●月●●日
（申請時の注意）
　１　以下の書類を添付すること。
　（１）　別記様式第５－１号別表
　（２）　事業実施計画の水産庁長官承認通知の写し
　（３）　水産関係民間団体事業実施要領の運用第３の９－１の別記様式４－１号別添の事業実施計画書
　（４）　広域水産業再生委員会（又は広域漁船漁業構造改革委員会）規約及び推進体制図
　２　水産関係民間団体事業実施要領の運用第３の９－１の別記様式４－１号の事業実施計画書が複数年度に承認された場合であっても当該年度毎に申請すること。
別記様式第５－１号別表
（単位：円、％）
	区　分

	事業費
（Ｅ）
(A)+(B)+(C)+(D)

	事業に要する経費
(A)+(B)

	助成率
(A)/(E)
％

	

	
	
	
	
	助成費
(A)

	委員会費
(B)

	県及び市町村費
(C)

	その他
（漁協等）
(D)


	広域浜プラン実証調査事業

	円

	円

	％

	円

	円

	円

	円



別記様式第５－２号
番　　　号　
年　月　日　
　広域水産業再生委員会（又は広域漁船漁業構造改革委員会）名
                                            所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　名　　印
広域浜プラン実証調査事業の交付決定の通知について
　平成●●年●●月●●日付け〇〇第〇〇〇号をもって申請のあった広域浜プラン実証調査事業については、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の９－１の（３）のアの（イ）のａの（ｄ）の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知する。
記
１  助成金交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、平成〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号で申請（以下「申請書」という。）のあった広域浜プラン実証調査事業とし、その内容は申請書に記載のとおりとする。
２  事業費及び助成金の額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合における事業費及び助成金の額については、別に通知するところによるものとする。
    事業費の額      金　　　　　　　　　　　円
    助成金の額      金　　　　　　　　　　　円
３  事業費の配分及びこの配分された経費の額に対応する助成金の額の区分は、申請書の経費の配分欄記載のとおりとする。
４  助成金の確定額は、事業に要した配分経費ごとの実支出額に、助成率の定額をそれぞれ乗じて得　た額と、配分経費に対応する助成の額（変更された場合は変更された額とする。）とのいずれか低　い額の合計額とする。
５　事業実施者は、水産関係民間団体事業実施要領（平成10年４月８日付け10水漁第944号農林水産事務次官依命通知）、水産関係民間団体事業補助金交付要綱（平成10年４月８日付け10水漁第945号農林水産事務次官依命通知）、運用通知及び水産業競争力強化緊急事業業務要領に従わなければならない。
６  助成金交付の条件は、前記５に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）事業実施者は、実績報告を行うに当たって、当該補助金にかかる消費税仕入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額に助成率を乗じて得た金額をいう。）以下同じ。）が明らかになった場合には、これを助成金額から減額して報告しなければならない。
（２）事業実施者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の振興により当該補助金に係る仕入れに係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記（１）により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構に報告するとともに、特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
（３）事業実施者は、この助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５ヵ年間整備保管しなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間を経過しない場合においては、水産業競争力強化緊急事業業務要領別記様式第１－３号の財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管しなければならない
（４）事業実施者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、助成等交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならない。
別記様式第５－３号
番　　　号　
年　月　日　
　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        広域水産業再生委員会（又は、広　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　域漁船漁業構造改革委員会）名
                                                          所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　印
平成●●年度広域浜プラン実証調査事業変更承認申請書
　平成●●年●●月●●日付け●●第●●号をもって交付決定通知のあった事業について、下記の理由により別添のとおり変更したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の９－１の（３）のアの（イ）のｃの（ｄ）の規定により申請する。
記
　変更理由：
（申請時の注意）
　１　以下の書類を添付すること。
　（１）　別記様式第５－１号別表（変更箇所を２段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載）
　（２）　水産関係民間団体事業実施要領の運用第３の９－１の別記様式４－１号別添の事業実施計画書（変更箇所を赤書きするなど、変更箇所がわかるように記載）
　（３）　広域水産業再生委員会（又は広域漁船漁業構造改革委員会）規約及び推進体制図（変更に　　　伴う場合）
　２　交付額を増額する場合は、件名の「変更承認申請書」を「変更及び追加交付申請書」とし、本文中の「下記の理由により変更したいので、●●円を追加交付されたく申請する。」とすること。
　３　事業を中止し、または廃止しようとする場合にあっては、「変更承認申請書」を「中止（廃止）承認申請書」とし、本文中「変更」を「中止（廃止）」と置き換えること。
別記様式第５－４号
番　　　号　
年　月　日　
　広域水産業再生委員会（又は広域漁船漁業構造改革委員会）名
                                            所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　名　　印
広域浜プラン実証調査事業の交付決定の変更の通知について
　平成〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号をもって変更の申請のあった広域浜プラン実証調査事業については、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）９－１の（３）のアの（イ）のｃの（ｄ）の規定により、平成●●年●●月●●日付け●●第●●●号による交付決定通知の記の一部を下記のとおり変更したので通知する。
記
１  変更の対象となった事業の内容は、当該変更申請書記載のとおりとし、その他については、平成●●年●●月●●日付け●●第●●●号による交付決定通知のとおりとする。
２  事業費及び助成金の額は、次のとおりとする。
    事業費の額      金　　　　　　　　　　　円
    助成の額      金　　　　　　　　　　　円
３  事業費の配分及びこの配分された経費の額に対応する助成金の額は、当該変更申請書記載のとおりとする。
別記様式第５－５号
番　　　号　
年　月　日　
　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        広域水産業再生委員会（又は、広　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　域漁船漁業構造改革委員会）名
                                                          所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　印
平成●●年度広域浜プラン実証調査事業概算払請求書
　平成●●年●●月●●日付け●●第●●号で交付決定通知のあった平成●●年度広域浜プラン実証調査事業について、水産業競争力強化緊急事業業務要領により概算払によって交付されたく請求する。
記
広域浜プラン実証調査事業　　●●円
（申請時の注意）
　　別記様式第５－５号別表を添付すること。
別記様式第５－５号別表
（単位：円、％）
	区　分

	事業に要
する経費

	助成金の
額
(A)

	既受領額
 (B)
	今回請求額
(C)
	残額
(A)+(B)+(C)
	事業完了
予定年月
日


	
	
	
	金額

	出来高

	金額

	●年●日
迄(予定)
出来高

	金額

	●年●日迄予定出来高

	

	広域浜プラン実証調査事業

	      円

	     円

	      円

	      ％

	     円

	      ％

	     円

	     ％

	


別記様式第５－６号
番　　　号　
年　月　日　
　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        広域水産業再生委員会（又は、広　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　域漁船漁業構造改革委員会）名
                                                          所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　印
平成●●年度広域浜プラン実証調査事業実績報告書
　平成●●年●●月●●日付け●●第●●号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり実施したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）９－１の（３）のアの（イ）のｃの（ｇ）のⅰの規定により、その実績を報告する。
　また、併せて精算額として下記のとおり助成金の交付を請求する。
記
広域浜プラン実証調査事業　　　●●円
事業完了年月日　平成●●年●●月●●日
（申請時の注意）
　１　事業の実績が、交付申請の内容と同様の場合においては、「なお、事業の実績内容等は、交付申請の内容と同様であった。」旨加筆し、事業実施計画の添付は省力すること。
　２　軽微な変更があった場合においては、交付決定を受けた事業実施計画書のコピーに変更箇所がわかるよう記載し添付すること。
　３　以下の書類を添付すること。
　（１）　別記様式第５－６号別表
　（２）　支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し
　（３）　外部へ委託した場合は、委託契約書の写し
別記様式第５－６号別表
（単位：円、％）
	区　分

	事業費
（Ｅ）
(A)+(B)+(C)+(D)

	事業に要する経費
(A)+(B)

	助成率
(A)/(E)
％

	

	
	
	
	
	助成費
(A)

	委員会費
(B)

	県及び市町村費
(C)

	その他
（漁協等）
(D)


	広域浜プラン実証調査事業

	円

	円

	％

	円

	円

	円

	円



